退職勧奨に関する合意書
※法律上は退職勧奨に対する応諾という形での合意退職ですのでこの表記になります。
株式会社〇〇（以下、甲という）と従業員〇〇〇〇（以下、乙という）とは、甲乙間の平成〇〇年〇月〇日付採用決定通知書（以下、「雇用契約」という）を解約することに関し、次の通り合意した。
第1条 甲乙は、当事者間の雇用契約を平成〇〇年〇月〇日（以下、「退職日」という）限りで合意解約する。
2. 乙の実際勤務期間は、現担当業務を後任担当者に引き継ぐのに要する期間として〇月末迄とする。
3. 退職日以降、甲の施設内に乙の私有物がある場合、乙は甲にその処分（方法等についてすべて記載すること）を委任する。
第2条 甲は、乙に対し、退職日を基準日とした、会社都合の退職金を支給する。支給日は退職日の翌月末日とする。
2. 甲は、乙に対し、退職日迄の月例給与を支給する。支給日は月例給与支給日とする。
3. 甲は、乙に対し、今冬賞与を標準査定のものとして支給する。支給日は他の従業員と同一日とする。
※第2条については、給与関係の精算方法を確認します。
第3条 甲乙は、本件合意解約に関し、雇用保険の離職証明書の離職事由は、会社都合【=離職理由3事業主からの働きかけによるもの（３）希望退職の募集又は退職勧奨②その他（具体的理由＝会社からの退職勧奨に労働者が応諾）】となることを確認した。
※離職票記載欄は上記となります。具体的理由を書く箇所がありますので、「会社からの退職勧奨に労働者が応諾」と記載してください。
また、離職票の記載を上記とした場合、添付資料として、退職勧奨があった事実が確認出来る書類の提出を求められる場合があります。その際には、この「退職勧奨に関する合意書」の写しを添付することになります。
なお、退職勧奨による合意退職が、雇用保険上「特定受給資格者」とみなされる「特定理由離職者」となる特例措置は平成26年3月末までの時限措置となっておりますので恒常的な取り扱いではない点にご注意ください。
第4条 乙は、在籍中に従事した業務において知り得た甲が秘密として管理している技術上、営業上の情報（以下「営業秘密」という）について、退職後においても、これを他に開示・漏洩したり、自ら使用したりしないことを誓約する。
第5条 乙は、退職後3年間は、甲と競合する企業に就職したり、役員に就任するなど直接・間接を問わず関与したり、又は競合する企業を自ら開業したり等、一切しないことを誓約する。
第6条 甲乙間には、本合意に定めるほか、何らの債権債務がないことを相互に確認した。
以上を証するため、本書二通を作成し、各自署名捺印のうえ、それぞれ一通を保有する。
平成〇〇年〇月〇日
（甲）
株式会社〇〇
所在地
（乙）
氏名
住所
